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─ CSF（豚熱）対策として求められる野生イノシシの 

生態学的・行動学的知見と防疫対応の考え方（Ⅲ）─

CSF（豚熱）防疫のためのイノシシの密度管理
～捕獲強化策に対する「効果検証」の可能性と必要性

横山真弓†（兵庫県立大学自然・環境科学研究所教授）

解説・報告

1　は　じ　め　に
イノシシ Sus Scrofaは日本全
国に広く分布する比較的身近な野
生動物であるが，生息密度や生態
学的な基礎研究がきわめて少ない
状況にある．イノシシの分布は
2000年頃までは西日本を中心に
分布しており，東日本での分布は

限られていた［1］（環境省 2019）．西日本においても比
較的低密度の期間が続いていたが，農業被害が深刻で
あったため，管理手法は，おもに農業被害防止のための
防護柵設置や維持管理が中心であった．ニホンジカ
Cervus nipponで行われてきた個体数管理についての検
討が十分行われてこなかったという背景がある．今回発
生した豚熱のような獣畜共通感染症の対策には，疾病発
生地周辺の養豚場での対策のほか，拡散リスクの高いイ
ノシシについても高密度地域の低密度化，移動ルートの
遮断など疾病のさらなる拡大を防止するべき対策を行う
必要があり，生息状況を踏まえ戦略的な対策が必要であ
る．
しかし，個体数の変動に影響を与える繁殖学的な特性

（妊娠率，1回の産子数，増加率等）について，種内変
異が大きいと考えられるものの地域ごとの情報がいまだ
に欠落している．また個体数を減少させる目的の各種捕
獲についてもどのような個体をどこで取り除いたのか，
つまり捕獲個体は成獣か幼獣か，どこでどの程度の捕獲
努力量をかけて捕獲したのかなどの記録が適切な形で蓄
積されていない．そして個体数推定に必要となる密度指
標が開発されてこなかったことで，個体数動態を把握す
ることそのものが放棄されてきた感がある．
ただし，このような状況下において環境省は，2013

年に 10年後に個体数を半減する目標を掲げたわけであ
るが，目標に向かっているのか，その効果を判定する手
法がないままのスタートとなり，すでに 7年が経過して
いる．この間，豚熱だけでなく，市街地への出没も相次
ぐようになった．鋭利な犬歯（図 1）を持つイノシシが
市街地に出没すると深刻な人身事故の危険性があるた
め，早急な対応が必要な状況である．都市出没において
もデータ不足から，なぜ市街地に出没したのかその要因
分析ができていない．現状では，被害の発生や市街地ま
での出没の増加傾向などから判断して，全国的には増加
傾向にあると判断せざるを得ない．

図 1　イノシシの頭骨
犬歯は上下とも伸び続けるため，

常に鋭利に研がれている状態である．
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本論では，イノシシ管理のあらゆる側面の基本となる
生息密度の推定手法の現状と捕獲との関係性について解
説し，今後必要なイノシシの密度管理について提言する．

2　イノシシをめぐる管理の現状 

─特定鳥獣保護管理計画に基づく科学的管理─
「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法
律」に基づき，都道府県は，課題のある獣種について，
特定鳥獣保護管理計画を策定し，科学的なデータ分析に
基づく管理を行っている．特に個体数が増加しているニ
ホンジカやイノシシでは，捕獲規制緩和が計画の中心と
なっており，個体数推定に基づく捕獲目標などを定めな
ければならない．イノシシの場合，特定計画は 43府県
で策定されている［1］ものの，個体数や個体数密度の
科学的なデータがほとんど示されず，捕獲目標設定の根
拠が脆弱な状況が続いている．多くの計画では，農業被
害の多さを根拠に防護柵の設置の強化と捕獲規制緩和が
管理計画の中心となっている．鳥獣の捕獲には，おもに
4種の区分がある．狩猟，有害鳥獣捕獲，指定管理鳥獣
捕獲等事業（以下，指定管理），その他（学術捕獲等）
である．個体数管理に係る捕獲はおもに狩猟と有害捕獲
であるが，この 2つは性格が大きく異なる捕獲である
（図 2）．狩猟は趣味を中心としたスポーツハンティング
であり，狩猟免許所持者が毎年希望する都道府県に狩猟
税を支払い登録し，定められた期間，場所，手法の範囲
内で自由に捕獲を行うものである．有害鳥獣捕獲はおも
に市町村が被害発生を受けて，捕獲従事者に許可を与え
て加害個体を捕獲するものである．指定管理は，2014

年の法改正の際に新たに創設されたもので，集中捕獲が
必要な場所に都道府県が実施できる公共事業的な役割を
担った捕獲である．捕獲規制緩和とは，狩猟期間の延長
や 1日当たりの捕獲制限数の設定，くくり罠サイズの規
制撤廃などである．これらの捕獲種別ごと規制を効果的
に運用し，個体数管理を実施することが今の行政に求め
られている．
捕獲対策の大前提として，必要捕獲数を算出する根拠
となる生息数もしくは密度の動向が必要となる．しか
し，前述したように生息動向の情報がほとんどない．そ
して，生息数の増加や分布域が急拡大していた状況の中
で，2018年に岐阜県で豚熱が発生した．イノシシにつ
いては，生息密度が明らかとなっていないだけでなく，
行動特性や行動圏，移動距離やその季節性などの情報も
限られたものしかなく，イノシシの豚熱対策は，まさに
手探りの中進めざるを得なかったというのが実際だろう．
このような状況を解消するため，筆者らは，現在イノ
シシの個体数推定手法の開発に取り組んでいる．本論で
は，その成果と今後の豚熱対策に求められる科学的管理
の具体的な対策案について検討する．

3　ニホンジカ管理に学ぶイノシシの個体数動態研究の
考え方
一般的に野生動物の生息数推定では，昆虫類などで行
われている標識再捕獲法（Capture-mark-recapture：
捕獲個体にマーカーを装着し放逐，再捕獲率から個体
数を推定する方法）や海産資源などで行われている
Har vest based model（密度指標と捕獲数の時間的な変

図２捕獲の仕組み
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図 2　捕獲の仕組み
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化から生息数や自然増加率を推定する方法）などを応用
する形で研究・分析が進められている．捕獲数の多いニ
ホンジカでは，Har vest based modelを利用した状態
空間モデルが構築されている［2-4］．ニホンジカの場
合は空間的な生息密度指標として，銃猟時の目撃効率
（SPUE）や捕獲効率（CPUE）データなど捕獲に関わる
指標と，捕獲によらない指標として，糞塊密度指標を用
いる推定モデルが構築されている［3］．
兵庫県のニホンジカでは，これらのデータを 20年近

く蓄積してきたことで，個体数動態を把握できるように
なった（図 3）．2010年には，それまでの推定手法では
生息数を過小評価していることが明らかとなり，捕獲数
も不足しており，このままでは個体数は増加していくこ
とが判明した［4］．これらの分析結果に基づき，兵庫県
は捕獲目標を大幅に増やし，年間 3万頭以上の捕獲を 9

年間継続してきた結果（最高約 4万 5千頭），2017年頃
より個体数は減少傾向に転じたことを確認している
［3］．また，データの蓄積により，市町単位での個体群
の増減傾向も把握できるようになった．この狭域スケー
ルでの分析により，県が対策を推進する内容に加え，さ
らに強化策を上乗せして進めてきた市町では，この数年
で大幅にニホンジカの個体数は減少した．しかし，これ
まで生息していなかったところ，つまり捕獲圧が少ない
ところで，急激に数が増加していることなども明らかと
なった［3］．県と全域での捕獲強化を進めてきたが，今
後は，44市町ある地域のうちシカの分布状況ごとに捕
獲目標を定め，地域ごとの対策など新たな展開が可能と
なっている．全県的には個体数の減少が確認されている
が，ニホンジカは増加力が高いため，捕獲強化を継続し，
再び個体数が増加に転じないよう生息状況を毎年確認

し，低密度化を図る仕組みを構築している．科学的管理
には，このような捕獲実施と効果検証を繰り返し，状況
によって柔軟に修正していく手法（順応的管理）が不可
欠である．
適切なデータ収集と蓄積，推定手法の検討を行うこと
により，捕獲目標の決定とその効果の検証，あるいは空
間的に捕獲強化が必要な地域などを把握することが可能
となったが，施策への反映から 10年近い取組みによっ
てようやく密度低減にこぎつけることができている．産
子数が年 1頭のニホンジカの個体数制御に何とか成功事
例が出始めているが，イノシシの場合，どこまで進んで
いるのか，次に解説する．

4　イノシシの個体数推定の課題
イノシシの場合，シカの糞塊密度調査に当たる密度指
標が開発されてこなかったことが，個体数推定を困難な
ものにさせていた．雑食性であるイノシシの糞はすぐに
分解されるため，残りにくく，指標に向かない．また採
食時に土を掘り返すが，その掘り返しを量的に定量化し
ていくのも非常に困難で指標という形では得られてこな
かった．もう一方，捕獲の際の努力量，SPUE，CPUE

についてもニホンジカとは異なる状況が知られており，
それらが密度を指標しているか，検証する手法がなかっ
たことから，指標性は不明であった．
また個体群動態の基本である繁殖についても，イノシ
シ固有の繁殖特性がある．まず，平均産子数が 4頭前後
である［5］こと，また，割合は低いものの子どもが小
さいうちにすべて捕獲されてしまうとメスは発情回帰
し，再び 4カ月間の妊娠期間を経て，秋にもう一度出産
する，いわゆる秋子を産むことがある［6］ことが挙げ

兵庫県のニホンジカ推定個体数の動向

捕獲後推定値（H29末）
80,401頭（中央値）
95％信用区間
[59,508-107,837]

捕獲前推定値（H29初）
117,264頭（中央値）
95％信用区間
[144,700-96,371]

3

図３ 兵庫県におけるニホンジカの推定個体数の動向

図 3　兵庫県におけるニホンジカの推定個体数の動向
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られる．つまり，1年間の間の個体数増減の変異幅が大
きく，出生と死亡が複雑に発生することで，その変動を
とらえるためには，複雑なデータが必要となる．
捕獲，つまり個体数を減らす活動は，近年餌で誘引す
る箱罠が普及し，幼獣だけを捕獲するケースが増加して
いる．捕獲に占める幼獣割合は，7割にのぼり（横山・
武山，未発表），この場合の個体数低減効果は限定的で
あることが指摘されている．
以上のようにイノシシにおける個体数の動向把握に
は，その生態学的な特徴から複数のハードルがあった．
ただし，こうした状況は日本に限られたものではなく，
世界的にも同様の問題があり，生息状況の把握が最も難
しい種として知られている．ヨーロッパでもアフリカ豚
熱の発生を受けて，近年，欧州各国が連携したモニタリ
ング手法の情報交換データベースの構築（EUROBOAR）
［7］が進められている．

5　イノシシの密度指標開発の取組み
イノシシの調査が進展したのは，近年，性能の向上と
低コスト化が進んでいる自動撮影カメラを用いた研究手
法が開発されたことによる．Nakashimaら［8］は，ア
フリカの有蹄類において，個体識別を必要とせず，カメ
ラの撮影データのみで実施可能な生息密度の推定手法と
して REST モデル（Random Encounter and Staying 

Time model）を開発した．この手法の特徴は，カメラ
の設置時に，ある一定の範囲内が映り込むように画角を
設定し，撮影された動画から対象種の一定範囲内への侵
入回数と滞在時間を分析，これらに基づいて生息密度を
推定するものである（図 4）．また，この方法では，1日
のうちどの時間帯を対象種がよく利用しているかという
活動時間割合を撮影データから算出することも必要であ
る．狩猟メッシュ（4×5 km）当たり 15～20台ほどの
カメラを設置し，生息密度を推定するため，狭域には精
度の高い推定値が期待される．今回この手法を日本のイ
ノシシに適応したところ，生息密度指標としての有効性
が確認された（Higashide et al.投稿中）．
本調査は，信頼性の高い密度推定が可能となるが，現
状では課題もある．1狩猟メッシュ内の森林に 15～20

基程度の自動撮影カメラをランダムに設置する必要があ
り，取得される画像データも膨大である．つまり，設置
やデータ分析に多くのコストと労力が必要な手法であ
る．そこで，広域的な調査を行うためには，さらに工夫
が必要である．例えば兵庫県の場合，この狩猟メッシュ
が 400あり（図 5），このすべてのメッシュに 15台の自
動撮影カメラを設置する調査は，都道府県の空間スケー
ルでは，膨大なカメラ台数が必要となり現実的ではな
い．このカメラ調査は最小限にとどめ，それ以外の地域
では，この RESTモデルと相関の高いより簡便で低コ
ストである密度指標を適用することが望まれる．その候
補となっているのが「捕獲効率」のデータとフィールド

図 4　RESTモデルの概要

•図4 RESTモデルの概要

D = E(Y)･E(T) / (sH)
D
E(Y)
E(T)
s
H

: 生息密度
: 撮影回数の期待値

: 滞在時間の期待値

: 検出面積
: 稼働時間

s

個体識別を不要とし、
カメラデータのみか
ら密度推定が可能な
手法

イノシシに適用

図 5　兵庫県の狩猟メッシュ
4km×5kmに分割し，捕獲位置や努力量のデータを

収集している．兵庫県内で焼く 400メッシュある．

4 5

400
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で得られる「掘り返し痕密度」である．
まず，「捕獲効率」データは，多くの都道府県で，「出
猟カレンダー」等として，狩猟者に出猟記録の作成を依
頼している調査から得ることができる．しかし，問題は
このデータを適切に収集していない自治体がある，ある
いは収集しても活用されていない状況にあることだ．こ
れらの捕獲時のデータを体系的に収集・活用ができれ
ば，RESTモデルによる密度推定値との関係性を求め，
より広域的な推定が可能となる．ニホンジカの場合，銃
猟の目撃効率（SPUE）が糞塊密度指標との相関が高い
ことが明らかとなっており［9］，生息数の推定に活用さ
れている．イノシシでは，指標性の高いものが明らかと
なっておらず，これまで便宜的に銃猟の目撃効率が使用
されていたが，RESTモデルを用いて，これらの捕獲
データとの相関を確認したところ，くくりわな捕獲効率
（CPUE）との相関が認められた（図 6）（Higashide et 

al.投稿中）．
次に，フィールド調査から得られる指標として，「掘
り返し痕跡密度」，「背こすり跡の密度」，「糞塊」などと
の関係性を求めたが，「掘り返し痕跡」との相関が高かっ
た（図 6）（Higashide et al.投稿中）．ただし，現状で
はこの「掘り返し跡」の評価の基準の設定が難しくより
簡便なカウント手法が必要であると考え，現在簡便法を

開発中である．

6　広域的なモニタリング体制の構築に向けて
現在イノシシの個体数は全国的に爆発的に増加してい
ると考えられており，今回の豚熱の感染拡大防止だけで
なく，先に挙げた都市部への出没による人身事故，イノ
シシが生息していなかった島嶼地域への分布拡大による
生態系への影響や農業被害［10］など，個体数増加によ
る問題は山積している．豚熱のように獣畜共通感染症を
防止する観点からの対策の場合は，豚舎の周辺のイノシ
シの生息密度を減らすことに加え，周辺の高密度地域を
低密度化させることが重要となる．つまり，ここでも
「密」を避ける必要があるわけだ．また，季節によって
は，移動を遮断するような侵入防止策の設置とその場所
での捕獲体制の構築が必要である．したがって，密度の
情報はイノシシ疾病対策でなくてはならない情報である．
疾病を含む被害対策を軌道に乗せるためには，まずは
これまで説明したような個体数密度のモニタリング（自
動撮影カメラ RESTモデル調査・出猟カレンダー調
査）を都府県レベルで実施し，継続する体制を整えるこ
とが最も優先されるべきである．痕跡調査手法について
は，現在進行形で，できるだけ低労力化，低コスト化，
簡便化を目標に研究開発を進めている．しかし，現状で

自動撮影カメラを用いた
REST法のイノシシへの適用
Rndom Encounter and 

Staying Time model
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図6 イノシシの密度調査方法と各密度指標の関係
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は理想的な指標ができるまで待っている余裕はない．都
府県は，今実施可能な最新情報を適宜採用しながら，広
域モニタリング体制の構築に舵を切るべきであろう．な
お，RESTモデルについては，欧州で作成されたイノシ
シの個体数推定のガイドラインに「現状では，信頼性が
最も高いイノシシの密度推定手法」として，推奨されて
いる［7］．
モニタリング体制と同時に重要なのは，検証可能な捕
獲体制の構築である．現行の，一般狩猟者に依存した捕
獲体制を見直し，疾病を防止するために求められる捕
獲，例えば交尾期である 12～1月に移動能力の大きい
成獣オス，冬から春には，個体数増加に寄与する繁殖メ
ス，6月以降は疾病を拡散させる可能性のある幼獣，な
ど適切な時期に効果的な捕獲を実施することが必要であ
る．残念ながら，現在は，こうした戦略的捕獲の構築と
その実行体制は脆弱な状況にある．地域の状況に応じた
適切な捕獲手法を開発していくことも求められており，
体制構築に時間を要する．今後アフリカ豚熱（ASF）な
どの脅威もあるなかでは，個体数コントロールの頑健な
手法と体制構築に早急に着手する必要がある．
以上のように現段階では，2つ，つまりモニタリング
と戦略的捕獲を都府県レベルで構築できれば，対策単
位，現在は市町村となるがこれらの狭域レベルで何を実
施するべきかが明確になり，より効果的な捕獲が可能と
なる．捕獲が毎年の増加率を上回っていれば，個体数は
減少することがわかる．減少傾向が認められなければ，
増加率以上の捕獲ができていないことになる．このよう
な情報の蓄積によって，捕獲により密度を低減させるた
めの捕獲努力量をどのように配分していくべきかが明確
になる．また，実際に捕獲数を減らすことに成功した地
域では，どの程度の密度に対して，どのような捕獲努
力を行えばよいのかが明確になってくる．そのほかすべ
てにおいて対策の効果のもとになるのが現状の生息密度
や生息動向であろう．市町村に「とにかく捕獲を」と要
請するだけでは，このイノシシ被害問題は解決しないだ
ろう．
以上のように，これまでイノシシでは，個体数推定や
個体数管理手法が不十分であったが，密度指標が開発さ
れたことによって，兵庫県，千葉県，福島県，岐阜県，
愛媛県の一部では，RESTモデルを適用した調査が進め
られているため，各地の生息密度が明らかになってくる
だろう．短期的には高密度地域を低密度化するための戦
略的捕獲計画を導入するなど個体数管理は今後大きく転
換していく可能性がある．
しかしながら，産子数 1頭のニホンジカにおいても個

体数管理に成功している自治体は少ない．多胎性である
イノシシの個体数管理は，想定以上の困難が予測される．
そのため，科学的モニタリング・計画策定・実行体制
の構築・効果検証など，対応すべき内容が高度化してい
る現状を踏まえると，鳥獣管理官に精通した科学行政官
などの配置を検討し，効果的なイノシシの個体数管理を
実施すべき時に来ている．
本研究は，環境再生保全機構の環境総合推進費【4-1704】

【4G-2001】において実施した内容を中心に記載した．
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